




New Trends and Problems on Development of Fuel-efficient Vehicles in 
Japan and China
XU, Lin hui
The auto industry is constrained in many aspects by the surging petroleum price and the 
increasing environmental requirements enforced by the government. The future of the 
industry relies on the development of alternative energy and the reduce of emissions.
Japan has been active in the research of energy efficient vehicles since the 1970's. In 
recent years China has also put in great effort in this area. This article describes the 
methods employed by governments and car manufacturers in both Japan and China to 
develop and promote energy efficient vehicles.  It also analyzes problems faced by each 
country, as well as potential solutions. 






































あり、輸出依存の日本経済に大きな打撃をもたらしている。経済産業省が 2008 年 7 月 30 日発
表した 4―6 月期の鉱工業生産指数が 2四半期連続の前期比マイナスとなり、景気後退のサイ
ンと受け止められた。また、家計からみた景気の動向は、日本総務省が 2008 年 3 月 28 日に発
表した 2月分家計調査の速報結果によると、勤労者世帯（サラリーマン世帯）の実収入は、前
 立命館国際地域研究　第30号　2009年12月 31
年同月比 0.1％減、6月発表した 5月分家計調査結果は同月比 0.6％減（実質）となり、マイナ
スの傾向が明らかとなった。

















































車研究所１）は 2008 年 4月、自動車の所有とガソリン価格に関する調査結果２）を発表した。それ



















源を必要とする天然ガス自動車 (CNG：Compressed Natural Gas)、ハイブリッド自動車、電
















普及のための燃料電池の基準の設定および啓発である。2004 年度から 2007 年度において、燃
料電池自動車関連としては、水素製造、水素貯蔵、水素輸送及び水素供給に関わる基盤的な研













政策の効果としては、ハイブリッド貨物車の普及状況について見ると、2003 年度末 425 台か












電気自動車の地方公共団体における普及状況を見ると、2001 年度末に 639 台保有されていた







期に 1,000 万台以上普及、（2）2010 年までに燃料電池自動車を 5万台普及、を政策目標として
掲げている。前述の個別省庁の政策効果の検証では見えなかったこの 2点の目標に対する効果
について、ここで検証したい。




























はカムリ・ハイブリッド現地生産台数は、発売後 1年未満にもかかわらず 4.6 万台を記録した。
2009 年 5 月に投入した新型プリウスは、販売直後から大きな反響を呼び、日本市場の 5月月
間販売ランキングでは全車種中第一位（1万 915 台）となった (2009 年 6 月 4 日　朝日新聞 )。
発売から 1ヶ月経った 6月 17 日の発表では、受注台数が 18 万台を超え、目標の 18 倍に達した。



































リン車と同等レベルを実現できる可能性がある。06 年 3 月より日本でリース販売を開始し、さ
らに、09 年 6 月からは、ミニバンの「プレマシー」をベースにした水素ハイブリッド車の納車




リチウムイオン電池を搭載したハイブリッド車の開発を進めているが、2009 年 8 月現在、実
用車の市場投入はなされていない。NISSANは、中・小型のハイブリッド車の国内販売を、
2011 年より開始すると発表した（2009 年 7 月 17 日　日本経済新聞）。他方、電気自動車を次
世代エコカーの本命と位置付け、ルノーと共同で電気自動車の量産体制確立に向けた動きを開
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始し、2010 年に電気自動車を日米市場で投入、2012 年までにアメリカで年間 12 万台の電気自





「i　MiEV (アイミーブ )」が 2009 年 6 月に市販化され、次世代エコカーの主役は電気自動
車と明確に方針を出している（アニュアルレポート〔2008〕）。2020 年には電気自動車など電気
を動力とした自動車の生産台数を、20％に引き上げる方針を明らかにした（2009 年 6 月 5 日　














1.1.1　自動車産業育成期：1990 年代から 2000 年代前半は、積極的な外資導入による旧国営系
メーカーの再編と、一部民間自動車メーカーの育成による、民族産業振興を中心に産業政策が
実施された。この段階では、省エネ、エコカーに対する積極的な政府の介入・支援は顕著では
ない。2004 年 5 月に発表された「自動車産業発展政策」によって、一部のメーカーにおいてエ
コカー関連技術の R&Dがスタートしたが、商品化あるいは量産化の段階には至っていない。
1.1.2　モータリゼーション期：自動車生産台数の推移を見ると、2003 年にフランスを抜き世
界 4位に、2006 年にドイツを抜き世界 3位、2008 年アメリカを抜き世界第 2位 (935 万台 )、
2009 年は日本を抜いて首位になると予想されている。市場規模においても、2006 年に日本を
抜いて世界 2位となり、2009 年は 1000 万台を超える世界最大の自動車市場となることが予測
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される。
















分類 名称 施行時期 内容のポイント
省エネ政策













































2007 年 7 月
2007 年 7 月 1 日以降に生産され
る自動車の第 3号国家基準の義務












2008 年 9 月
3 ㍑以上の排気量乗用車に対し、




「石油製品税額改革案」 2009 年 1 月 1 日
現行石油製品の価格上昇がない前
提で、ガソリンの消費税額を毎
リットル 0.2 元から 1 元に、重油
を 0.1 元から 0.8 元の値上げ
「自動車産業振興計画」 2009 年 1 月 14 日









中国政府は 2009 年 1 月から 12 月末までの間、1600CC以下の自動車を対象として ｢車輌購
入税 ｣の低減措置（10％→ 5％）を発表した。これにより、需要の掘り起しが功を奏し、月間
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2009 年 9 月に、世界初のプラグイン式電気自動車（デュアルモード：電気走行とハイブリッ
ド走行との切り替え可能）「F3DM」を消費者向けに販売を開始する予定であり、同時に中型
車である「F6DM」も量産予定と発表された。さらに 2009 年 4 月に開催された上海モーター
ショーでは、電気自動車のコンセプトカー（全球鷹 IG）を展示し、大きな注目を集めた。


























TOYOTAは 2006 年 1 月より、外資系では最も早くハイブリッド車の市場導入にこぎつけた
ものの、｢プリウス ｣の 2006 年販売実績は 2000 台であり、2007 年は 414 台と振るわなかった。
2008 年の目標を 1000 台に設定したが、実績については公表されていない。ハイブリッド車の
トレンドを作る段階には至っていない。HONDAの場合、2007 年 11 月より「シビック」のハ
イブリッドモデルを市場投入し、2008 年の販売目標を 200 台と設定し、積極的な展開の意志が






































































































らまでならマイカーを所有しますか？」という調査をしたところ、値下げ前の 150 円レベルが 21.6%、
最多は200円の 27.2%だった。120円、130円という回答も約1割ずつ存在した。ほとんどの年代が「200
円まで」としているのに対し、40 歳以上の女性は「150 円まで」が最多だった。この調査は、ガソリ
ンの暫定税率期限が切れた 2008 年 4 月 17 ～ 18 日にインターネットを使って全国、18 歳以上の運転
免許証を保有する男女に行った。調査実数は 1,000 サンプル。当時はスタンドでの店頭価格が 120 ～
130 円前後であった。
３）「低炭素社会づくり行動計画」














china-tr/jp/090601sangyokigyo.htm　2009 年 6 月 1 日
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automobile/090619sankoushiryo.pdf 　2009 年 6 月 19 日　
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三菱 UFJリサーチ＆コンサルティング〔2009〕「短期と中長期双方の課題に応える 10 重点産業調整振興










html2008 年 10 月 8 日
陳志傑〔2009〕「日本啓動下一代汽車計画 主攻環保汽車」南方日報、2009 年 6 月 13 日
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